
損益計算書等

23

◆損益計算書 （単位：千円）

平成２８年度
（自平成２８年４月１日
至平成２９年３月３１日）

平成２９年度
（自平成２９年４月１日
至平成３０年３月３１日）

経常収益 ２，９５５，５２６ ２，６２７，８００
　資金運用収益 ２，２０５，５９８ ２，１３５，２５４
　　貸出金利息 １，４０５，８１７ １，３２８，５９９
　　預け金利息 ９９，７１３ ９３，７１３
　　有価証券利息配当金 ６７７，３５６ ６８７，７０１
　　その他の受入利息 ２２，７１０ ２５，２３９
　役務取引等収益 ２８５，１７９ ２６４，２００
　　受入為替手数料 １５１，５６８ １５１，９３４
　　その他の役務収益 １３３，６１１ １１２，２６６
　その他業務収益 ４５８，７２７ １４１，９０９
　　外国為替売買益 ― ―
　　国債等債券売却益 ４１３，１８１ １１０，１０１
　　その他の業務収益 ４５，５４５ ３１，８０７
　その他経常収益 ６，０２０ ８６，４３６
　　貸倒引当金戻入益 ― ７１，５３８
　　償却債権取立益 １，３２７ ５，６８３
　　その他の経常収益 ４，６９２ ９，２１４
経常費用 ２，８１１，４８１ ２，４５８，０５７
　 資金調達費用 ３３，８５８ ２３，６１２
　　　預金利息 ３１，５８８ ２１，６９０
　　　給付補填備金繰入額 １，８７４ １，５７１
　　　その他の支払利息 ３９５ ３５０
　 役務取引等費用 ２１３，５５２ ２１１，２０３
　　　支払為替手数料 ５１，１４８ ５０，４９８
　　　その他の役務費用 １６２，４０４ １６０，７０５
　その他業務費用 ６２，１０６ １８，１６０
　　　外国為替売買損 ３ １４２
　　　国債等債券売却損 ２９，０５９ １７，９５２
　　　国債等債券償還損 ３３，０００ ―
　　　その他の業務費用 ４４ ６５
　経費 ２，２５２，１１８ ２，１６０，４８２
　　人件費 １，４７０，１９４ １，３９８，９５２
　　物件費 ７４８，２１７ ７２９，０８６
　　税金 ３３，７０５ ３２，４４３
　その他経常費用 ２４９，８４５ ４４，５９８
　　貸倒引当金繰入額 １７５，１４６ ―
　　貸出金償却 ２９，２９５ ８，６５３
　　株式等売却損 ― ―
　　株式等償却 ― ―
　　その他資産償却 ５０ ２２
　　その他の経常費用 ４５，３５３ ３５，９２１
経常利益 １４４，０４４ １６９，７４３
特別利益 １５，０８２ ５，１４６
　固定資産処分益 １０，３４８ ２３３
　その他の特別利益 ４，７３４ ４，９１２
特別損失 ５２，９７５ １１，０４３
　固定資産処分損 １，６７０ １０，４３８
　減損損失 ５１，３０５ ６０４
税引前当期純利益 １０６，１５１ １６３，８４６
法人税、住民税及び事業税 ８５０ ８５０
法人税等調整額 △１４，８１８ ２９，７４２
法人税等合計 △１３，９６８ ３０，５９２
当期純利益 １２０，１２０ １３３，２５４
繰越金（当期首残高） ３３８，６９０ ４６６，７６３
土地再評価差額金取崩額 ２８，４５１ ―
当期未処分剰余金 ４８７，２６２ ６００，０１７

（注）
１．記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
２．出資１口当たりの当期純利益金額８９円１９銭
３．その他の経常収益には、睡眠預金の整理金８，０１３千円を含んでおります。
４．その他の経常費用には、債権売却による損失９，９３５千円、及び偶発損失引
当金純繰入１７，９０８千円を含んでおります。

５．当期において、以下の資産について減損損失を計上しております。

地　域 主な用途 種　類 減損損失（千円）
十日町市内 営業用店舗１ヶ所 土地 ２９３
糸魚川市内 営業用店舗１ヶ所 土地・建物 ３１１

　営業用店舗については、営業店毎（但し大学前支店は全体に含める）に継
続的な収支の把握を行っていることから各営業店をそれぞれグルーピングの最
小単位としております。本部、厚生施設等については独立したキャッシュ・フロー
を生み出さないことから共用資産としております。
　営業利益減少によるキャッシュ・フローの低下及び継続的な地価の下落等に
より、資産グループ２カ所の帳簿価格を回収可能価格まで減額し、当該減少額
６０４千円を「減損損失」として特別損失に計上しております。
　なお、当該資産の回収可能額は正味売却価格により測定しており、「不動産
鑑定評価基準」（国土交通省　平成２１年８月２８日改正）等に基づく評価額等
を基礎として評価しております。

◆剰余金処分計算書 （単位：円）

科　目
第９４期 第９５期

平成２９年３月末 平成３０年３月末

当期未処分剰余金 ４８７，２６２，８５０ ６００，０１７，６４８

利益準備金限度超過取崩額 ２，２３６，０００ ３，３２７，０００

剰余金処分額 ２２，７３５，８３１ ２２，３５２，９７３

　普通出資に対する配当金 ２２，７３５，８３１ ２２，３５２，９７３

　特別積立金 ― ―

繰越金（当期末残高） ４６６，７６３，０１９ ５８０，９９１，６７５

◆会計監査人による監査
　平成２８年度、平成２９年度の貸借対照表、損益計算書及び剰余金
処分計算書は、信用金庫法第３８条の２の規定に基づき、会計監査人
公認会計士　森山昭彦氏、大原啓資氏の監査を受けております。

　平成２９年度における貸借対照表、損益計算書及び剰余金処
分計算書（以下、「財務諸表」という。）の適正性、及び財務諸
表作成に係る内部監査の有効性を確認しております。
平成３０年６月１９日

上越信用金庫
理事長　笠 原 和 博


